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第 7 回 タイのおける刑事手続き（番外編） 

第 6 回までは、タイにおける裁判制度や強制執行について述べてきたが、最近、民事上の問題であっ

たとしても、詐欺で刑事告訴を行うような事案が非常に多くなってきている。特に、外国企業に対し

ては、タイ国内での刑事告訴を通じて、相手方に圧力をかけて、相手方との和解や示談を成立させよ

うとする動きが多い。刑事事件は、自社と、全く関係ないと考えている社も多いと思われるが、実は

身近な存在である点を知って頂きたい。今回は、タイの刑事告訴手続きの概要を共有する。 

その他刑事事件の時効、示談可能又は示談不可能な刑事事件の種類、検察ルートと弁護士ルートのメ

リット、デメリット等、よく聞かれる相談内容があるが、紙面の関係上、今回は一般的な手続きを述

べるのみとし、次回からはタイの仲裁制度について詳述する予定である。 

 

1 タイ国における刑事訴訟提起手続きの概略 

タイ国内で犯罪が起きた場合、検察官もしくは被害者によって、刑事訴訟手続きが開始される。下図

の通り、被害者は、被害届を警察に提出して検察に刑事訴訟を提起してもらうか（以下、「検察ルー

ト」といいます。）、もしくは、弁護士に依頼して直接裁判所に訴訟提起する（以下、「弁護士ルー

ト」といいます。）ことにより、刑事訴訟手続きを開始することが可能となっている（刑事訴訟法

（以下法令名省略）第 28 条、第 124 条）。なお、弁護士ルートは、日本にはない制度のため、タイ

独自の制度といえる。 

＜タイにおける刑事訴訟の手続き流れの概要＞ 

 

 被害者  

検察ルート  弁護士ルート 

   

被害届を警察に提出  弁護士による刑事訴訟提起 

↓  ↓ 

警察による捜査  公判前聴取手続き 

↓  ↓ 

警察から検察へ捜査結果報告  裁判所による受理 

↓  ↓ 



 

検察による刑事訴訟提起  公判 

↓   

公判   

   

  

損害賠償命令 判決 

 

2 検察ルートについて 

まず、被害者が被害届を警察に提出すると、警察は捜査を行い、捜査結果を検察官へ報告する（第

142 条）。その後、検察官は被疑者を起訴するか否かを決定する。起訴された場合は、刑事訴訟が開

始され、不起訴となった場合は、刑事訴訟は開始されず、被疑者は放免される。実務的には、被害届

が受理されるまで、たらい回しにあったりすることが多く、受理されるまでに時間と労力を要するこ

とが多い。受理されると、警察署は被疑者に予備審問の期日を記載した文書を送達し、被疑者は、所

轄の警察署で事情を説明する等の対応を行う必要がある。もし予備審問に対応しない場合は、逮捕令

状等が発行される可能性があるため、留意が必要である。 

また、起訴不起訴の判断のための十分な証拠がない場合は、検察官は警察に追加調査を命ずることが

できる（第 143 条）。検察官が不起訴判断をした場合であっても、被害者は直接裁判所へ訴訟提起す

る（弁護士ルート）ことは可能となっている（第 34 条）。検察官が起訴して裁判所へ事件を提起す

ると、被疑者の呼称が被告人に変わり、裁判所は、証人尋問を予定し（第 172 条）、刑事訴訟手続き

を進めていくことになる（第 182 条）。 

3 弁護士ルートについて 

まず、被害者は、弁護士に依頼して刑事訴訟を提起することができ、裁判所は、最初に公判前聴取手

続を行う。公判前聴取手続内で、被害者は原告として、被告が犯罪を犯したことについて証拠を示し

ながら主張する。また、被告はこの手続の中で反論を行うことができる。そして、一定の要件を満た

す場合、この手続の中で双方が和解して刑事訴訟提起が取り下げられることもある。裁判所は双方が

和解せず、公判手続きを行う必要があると判断した場合は、そのまま公判手続に移行していく。裁判

所は、被疑者に対して証人尋問を行い（第 172 条）、公判手続を進行し判決を言い渡すという流れと

なる（第 182 条）。 

以 上 

 

〈注記〉 

本内容に関し、以下の点ご了解ください。 

・ 今後の政府発表や解釈の明確化にともない、本資料は変更となる可能性がございます。 

・ 本資料の使用によって生じたいかなる損害についても当社は責任を負いません。 



 

「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN 及び南アジア各国の法に関するアドバイスを、シーム

レスに、一つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本で最初の

ASEAN 及び南アジア法務特化型の法律事務所です。 

One Asia Lawyers タイ事務所においては、常駐日本人専門家 3 名を含む合計 20 名の体制で対応を行

っております。コーポレート、労務、倒産、訴訟等、現地に根付いたサービスを提供しております。 

本記事やご相談に関するご照会は以下までお願い致します。 

yuto.yabumoto@oneasia.legal（藪本 雄登） 

 

藪本 雄登  

One Asia Lawyers タイ事務所代表/メコン地域統括  

One Asia Lawyers の前身となる JBL Mekong グループを 2010 年に設立。メコン地

域流域諸国を統括。カンボジア、ラオス、タイ、ミャンマー、ベトナムで数年間の

駐在・実務経験を有し、タイを中心にカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム（CLMV）の各国

につき、現地弁護士と協働して各種法律調査や進出日系企業に対する各種法的なサポートを行う。タ

イ国内案件、ベトナム国内案件、CLM へのクロスボーダー進出支援業務、M&A、コーポレート、労

務、税務、紛争解決案件等を担当。 
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